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1．は じ め に

現代社会において，企業活動は高度化・複雑化の一途を�っているにもかかわらず，法人によ

る重大な不祥事が後を絶たない。過去には，1950年代の森永ドライミルク事件（1），1968年のカ

ネミ油症事件（2），1970年代まで深刻化した水俣病事件（3）など，戦後日本の高度経済成長期には

多くの企業犯罪が社会問題化した。近年においても，2005年JR福知山線脱線事故（4）や2011年
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要 旨

現代社会において，企業活動は高度化・複雑化の一途を�り，それにより法人による

不祥事も継続的に発生している。このような状況下にもかかわらず，わが国の現行刑法

は，企業犯罪に対する処罰を直接的に規定する条文が存在しないという特質を有してい

る。こうした刑法上の特徴を背景として，「法人処罰論」という枠組みのもと，戦前か

ら今日に至るまで，多様な見解が提起され，活発な議論が展開されてきた。

法人処罰の理論的根拠に関しては，法人の行為と個人の行為を同一視する「同一視理

論」と法人固有の組織構造に着目する「組織モデル」という，2つの代表的な理論的立

場が対置されてきた。しかし近年では，これら両理論の対立構造を踏まえつつ，各々の

利点を踏まえた新たな見解が複数提唱されている。

本研究では，法人の犯罪能力については，法人の組織的活動実態，その社会的影響力

の大きさ，さらには法的規制の実効性の観点から，法人の犯罪能力を肯定すべきである

との結論に至った。また，法人処罰の理論的根拠については，従来の諸見解を批判的に

検討した結果，法人処罰の積極的意義に関する理論的に基礎づけつつ，刑法理論上の正

当性をも確保している統合説が，もっとも妥当であるとの結論に至った。
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の東京電力福島第一原子力発電所事故に関する業務上過失致死傷事件（5）に至るまで，企業の組

織的な過失による重大事故が繰り返されている。

ところで，イギリスの法人処罰制度には，企業内の「意思決定者」が存在するという特徴的な

概念があり，その人物は企業の業務に従事する際，「会社の体現者」とみなされる（6）。彼らの行

為と心的状態が企業自体の行為と心理状態とみなされるという「同一視理論」が採用されてい

る（7）。そのイギリスにおいて，2023年10月にEconomicCrimeandCorporateTransparency

Act2023（「2023年経済犯罪及び企業の透明性に関する法律」）が成立した。同法は，経済犯罪

に対する企業の刑事責任を明確化することを主たる目的としており（8）。その核心は「会社の体現

者」の範囲を「上級管理職」（seniormanagers）にまで拡大した点にある（9）。具体的には，2023

年経済犯罪及び企業の透明性に関する法第 196条第 1項（EconomicCrimeandCorporate

TransparencyAct2023,s196（1））において，上級管理職が職務上の権限もしくは見かけ上の

権限の範囲内で行動し，関連する罪を犯した場合，当該法人組織もその犯罪について責任を負う

ことが規定された（10）。

一方，わが国の現行刑法には，イギリス法のような企業犯罪に対する直接的な処罰規定が存在

しない（11）。このような法制度上の特質を背景として，「法人処罰論」という理論的枠組みのもと

で，戦前から今日に至るまで多様な見解が提起され，活発な議論が展開されてきた（12）。その中

心的な論点は，法人の犯罪能力と法人処罰の根拠に関する対立であった。

しかし近時，諸外国における法人処罰の動向を踏まえ，従来とは異なる視座からの法人処罰論

が提起されるようになっている。そこでは，法人処罰の根拠として示されたモデルのうち，これ

まで十分な支持を得られていなかった「組織モデル」が再評価され，これを軸とした議論が活発

化している点が注目される。この理論的展開は，法人処罰論における新たな根拠づけの確立と，

これに基づく新たな議論枠組みの形成をもたらしている（13）。

本論文は，以上のような理論状況を踏まえ，わが国における法人処罰論の展開を体系的に考察

するものである。具体的には，法人の犯罪能力及び法人処罰の根拠に関する判例及び学説を分析・

検討し，その理論的展開を考察する。

2．法人の犯罪能力に関する判例の動向

ここでは，法人の犯罪能力に関する裁判所の判断の歴史的展開を考察する。そこで，まず大審

院時代の判例を概観したうえで，最高裁判所時代の判例分析へと検討を進める。なお，紙幅の制

約上，考察対象は，各時代の代表的な判例に限定し，その意義と特徴を中心に検討するものとす

る。
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� 大審院の判例

①海産物委託販売を目的とする合資会社の無限責任社員として会社を代表していた被告人X

は，Yより販売の委託を受けて業務上占有していた鰊粕を質入れして横領したという事案にお

いて，大審院は「問屋ハ委託者ヨリ販売ノ委託ヲ受ケタル物ヲ委託者ノ爲ニ自己ノ名ヲ以テ販売

スルノ権利ヲ有スルコト勿論ナリト雖自己ノ爲ニ之ヲ擅ニ質入処分スルノ権利ヲ有スルモノニ非

ス固ヨリ此ノ如キ質入契約ハ質取主トノ関係ニ於テ有効ナル場合アルヘシト雖其ノ処分ハ委託者

ニ対シテ不法行為タルヲ免レス而シテ本件ニ於ケル如ク問屋業者カ会社ニシテ其ノ代表者カ業務

執行ニ付此ノ如キ不法行為ヲ為シタルトキハ法律ノ規定……ニ依リ会社ニ於テ其ノ損害賠償ノ責

ニ任スベキコト明白ナリト雖現行刑法ニ於テハ法人ノ代表者カ法人ノ利益ノ爲ニ罪ヲ犯ストキハ

法人ヲ犯罪ノ主体ナルトシテ刑事上ノ責任ヲ負担セシムヘシトスル見解ヲ排斥シ事実上其ノ犯罪

ヲ為シタル代表者ヲ処罰スルモノト解スルヲ正当ナリトス」と判示し，法人の犯罪能力は有しな

いものと判示した（14）。

②A株式会社の取締役社長Xが，自社株をB株式会社が保管中，Yが盗み出したとの虚偽の

事実を公開の裁判所において弁護士に陳述させYの名誉を毀損したという事案について，「我法

制ニ於テ犯罪ノ主体トナルモノハ自然人ノミニシテ法人ハ犯罪能力ヲ有セサルヲ以テ原則トナシ

特ニ明治三十三年法律第五十二号ノ如キ規定存スル場合ニ限リ法人ハ処罰セラルヘキモノト解ス

ルヲ相当トス而シテ法人ノ代表者カ法人ノ業務執行上他人ノ名誉ヲ毀損スル行為アリタリトスル

モ斯ル場合ニ法人ヲ処罰スヘキ特別ノ規定存セサルヲ以テ法人ハ処罰セラルヘキモノニアラスシ

テ犯罪能力アル当該行為者ニ於テ処罰ヲ免レサルモノトス」とし，「法人ニ於テ租税ニ関シ事犯

アリタル場合ニ関スル件第一條」のように，法人を処罰するための特別の規定が存在する場合に

は法人を処罰することもできると判示した（15）。

③被告人Xは，毎日金10銭をXの口座に振り込むときは年7歩の利子を給し，解約の際，

出資金を返還することを約束するなどして，主務大臣の免許を受けずに出資金契約を結び，貯蓄

銀行業を営んだという事案である。これについて，「我現行刑事制裁法令ノ大系ハ法人ノ犯罪行

為能力ヲ否定スルモノナルコトヲ知ルニ難カラサルカ故ニ叙上本院判例ノ趣旨ハ特ニ明白ナル根

拠ノ存スルニ非サレハ反対ノ解釈ヲ容ルルモノニ非ス而シテ貯蓄銀行法第十八条ノ規定ハ明治二

十三年法律第七十三号貯蓄銀行条例九条ノ規定ニ対応スルモノニシテ法人ヲ処罰セサルコトヲ明

カニセサル点ニ於テ後者ト異ナル所アリト雖モ其ノ法文自体ニ依リテ毫モ法人ノ犯罪行為能力ヲ

認ムル趣旨ヲ明カニセサルノミナラス其ノ他ノ規定ニ於テモ此趣旨ヲ啓示スルモノト認ムルニ足

ルヘキ所ナキカ故ニ同条ノ規定ハ刑法第八条本文ニ依リ刑法総則ノ精神ニ従テ之ヲ解釈スルヲ当

然ナリトス乃チ同条ノ規定ハ自己ノ為ニスルト他人ノ為ニスルトヲ問ハス免許ヲ受ケスシテ貯蓄
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銀行業ヲ営ム事実行為者ヲ処罰スルモノニシテ法人ノ犯罪能力ヲ認メ之ヲ処罰スルノ趣旨ヲ含蓄

スルモノニ非スト解スヘキモノナリトス」であり，「貯蓄銀行法ニ在リテハ第十八条ニ於テ刑罰

規定ヲ存スルニ止リ而モ同条ノ規定ニ依リテハ事実行為者ヲ罰スルコトヲ得ルニ過キサルコト前

点ニ説明シタルカ如クニシテ別ニ事実行為者以外ノ者ヲ処罰スヘキ特別規定タルノ趣旨ヲ窺フニ

足ルヘキモノナキカ故ニ之カ解釈上叙上根本原則ノ例外ヲ認ムルニ適セサルモノトス」として，

法人処罰規定がある場合には処罰することができるが，旧貯蓄銀行法18条にはその規定がない

ため，法人を処罰することはできないと判示した（16）。

一方，④酒精及酒精含有飲料税法違反事件において，「酒精含有飲料ノ販売業ヲ目的トスル法

人ノ代表者カ政府ノ免許ヲ受クルコトナクシテ其ノ法人ノ業務ニ関シ酒精含有飲料ヲ製造シタル

行為ハ右販売業ニ関聯シ随テ該営業ノ範囲ニ属スルヲ以テ同法人ハ之カ処罰ヲ免レサル者ト解ス

ルヲ相当トス若シ然ラストセハ叙上法人ノ代表者カ擅ニ酒精含有飲料ヲ製造シ其ノ法人ノ計算ニ

於テ之ヲ販売シタル犯法行為ニ付法人ヲ処罰スルヲ得サルヘク法人処罰ニ関スル明治三十三年法

律第五十二号ヲ設ケタル理由ニ反スルニ至ルヘケレハナリ」として，法人の代表者が法人業務の

営業の範囲に属する行為に関し罪を犯した場合には，当該法人も処罰されるとする判例もある（17）。

このように大審院は，基本的に法人の犯罪能力について否定的な立場を採用している。これは，

犯罪の主体を自然人に限定するという刑法の基本原則に依拠したものと解することができよう。

しかし同時に，②，③の判決に示されている「特に法人処罰の規定」が存在する場合には，法人

処罰も可能であるとの柔軟な姿勢も展開していた。このような大審院の柔軟な態度は，その後の

最高裁判所時代における法人の犯罪能力に関する判例の発展につながっていくものといえよう。

� 最高裁判所の判例

①被告人Xはキャバレー国際クラブを経営し，ダンサーや楽団を雇い，客から入場料を徴収

してダンスをさせることを業としていたが，Y等と共謀のうえ，同クラブの経営に関する本帳

簿のほか，実際に徴収した毎月の入場料金の約3分の1を記載した税務帳簿を作成し，これに基

づいて所轄税務署に対し，入場税額について虚偽の申告をし，業務に関し不正の方法で入場税を

逋脱しまたは逋脱しようとしたという事案である。これについて最高裁判所は，廃止前の入場税

法17条の3は「同条は事業主たる，人の『代理人，使用人其ノ他ノ従業者』が入場税を逋脱し

または逋脱せんとした行為に対し，事業主として右行為者らの選任，監督その他違反行為を防止

するために必要な注意を尽さなかつた過失の存在を推定した規定と解すべく，したがつて事業主

において右に関する注意を尽したことの証明がなされない限り，事業主もまた刑責を免れ得ない

とする法意と解するを相当とする。」と判示した（18）。

②貿易業を営む居住者である被告会社 Xの平の取締役等が，被告会社の業務に関し，法定の
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除外事由がないのに，非居住者のためにする居住者に対する支払ないし支払の受領をなすなどし

たという事案である。これについて最高裁判所は，「事業主が人である場合の両罰規定について

は，その代理人，使用人その他の従業者の違反行為に対し，事業主に右行為者らの選任，監督そ

の他違反行為を防止するために必要な注意を尽さなかつた過失の存在を推定したものであつて，

事業主において右に関する注意を尽したことの証明がなされない限り，事業主もまた刑責を免れ

得ないとする法意と解するを相当とすることは，すでに当裁判所屡次の判例……の説示するとこ

ろであり，右法意は，本件のように事業主が法人（株式会社）で，行為者が，その代表者でない，

従業者である場合にも，当然推及されるべきである」と判示した（19）。

最高裁判所の判例における法人の刑事責任に関する見解と両罰規定の解釈は時代とともに発展

してきたといえよう。とりわけ重要な転換点となったのが，①判決である。①判決は事業主たる

自然人を処罰しているが，そこで注目すべきは，両罰規定の性格について，最高裁判所が過失推

定説を採用したことである。すなわち，事業主（たる自然人）の代理人，使用人，その他の従業

者が犯罪行為をした場合，事業主にはこれらの者に対する選任・監督上の義務が存在するが，事

業主が当該注意義務を尽くしたことを立証できない限り，選任・監督上の過失の存在が推定され

るとすることをはじめて表明したのである（20）。この①判決は，両罰規定の法的性質について，

事業主の過失を推定する規定であることを明確に示した点で，画期的な意義を有するものといえ

よう。

②判決では，①判決で示された立場を踏襲しつつ，事業主たる法人にも過失推定説が妥当であ

ると判示した点に特徴があり（21），法人自体の刑事責任を認めるという重要な一歩を踏み出して

いる。また②判決では，両罰規定の適用を法人の代表者の場合に限定せず，一般の従業者による

行為であっても，それが法人の選任・監督上の過失に基づく限り，法人の刑事責任は免れないと

している（22）。このことからすると，両罰規定の適用範囲が拡大されたといえよう。

以上のことから，両罰規定に関する判例の発展過程は，その解釈基準の明確化と適用範囲の拡

大という特徴を示していると考えられる。

3．法人処罰に関する動向

このように判例は，法人の犯罪能力について，大審院は否定的な立場を採用していたが，最高

裁判所は過失推定説の採用を経て，最終的には法人の犯罪能力を肯定する態度へと移行していっ

たと解釈する見解もある（23）。しかし思うに，両罰規定の解釈と法人処罰の根拠論は，本質的に

異なる問題といえよう（24）。すなわち，両罰規定は立法技術的な性格を強く有しており，その解

釈は必ずしも法人の犯罪能力の問題とは関係のない機能も有しているからである（25）。また，前
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述した昭和40年最高裁判決は，受皿的構成要件が法人に対しても適用されることを示したにと

どまり，法人処罰の根拠等については言及していない（26）。したがって，法人処罰の根拠論と両

罰規定の解釈とは慎重に区別して論じる必要があろう。

そこで以下では，法人処罰の根拠と両罰規定の解釈とを区別したうえで，法人処罰の根拠の根

拠について検討を進める。その際，まず法人の犯罪能力に関する理論的問題を整理したのち，法

人処罰の根拠論へと考察を展開していく。

� 法人の犯罪能力

法人の犯罪能力をめぐっては，これを否定する見解（27）と肯定する見解とに分かれている。否

定説は，主として，①法人には自然人のような意思も肉体も存在せず，それゆえ行為能力を欠い

ていること，②法人には受刑能力がないこと，③現行刑法のシステムが生命刑・自由刑を中心に

構成されており，その基本的処罰体系が自然人を想定していることなどを根拠として挙げている。

否定説が指摘するように，現行刑法には法人の処罰に馴染まない犯罪類型や，自然人のみを対

象とする刑種も存在することは確かである。しかし，法人に対する財産刑については十分な合理

性が認められ（28），また行政刑法においては法人の行為それ自体を観念し，法人処罰を積極的に

認める規定が多数存在している（29）。

今日，法人は社会経済活動の中心的存在として，経済的・社会的に幅広い活動を展開している。

法人は多大な利益を生み出す一方で，社会に重大な影響力を有しており，その存在意義は明白で

ある。しかし，利益追求を目的とする法人の活動は，時として国民の生命・身体・財産等の重大

な法益を侵害するおそれを内包している（30）。また現代の法人は，組織として高度な意思決定プ

ロセスを確立し，独自の意思決定を行う能力を備えているということができる（31）。その決定に

基づき，法人に属する構成員が組織的な統制のもとで，大規模な事業活動を展開している。この

ような法人の組織的活動は，単なる構成員個人の活動の集積を超えて，社会において独自の実体

性を獲得するに至っているといえよう（32）。

法人のこのような組織的特質に鑑みれば，法人に対する社会からの法的非難は十分な正当性を

有する（33）。また，法人は機関及び従業員という自然人を通じて意思決定を行い，組織的な活動

を展開していることから，法人の行為に対する法的非難に反応して，その行動を変更することも

可能である（34）。すなわち，法人の違法行為に対する責任追及と将来的な違法行為の抑止のため

に，実効性のある刑罰を制度化することは十分に可能であり，また現代社会においては，このよ

うな法制度の整備が不可欠であるといえよう（35）。

以上の検討から，法人の犯罪能力を一律に否定することは妥当ではないと考えられる。すなわ

ち，法人の組織的活動の実態，その社会的影響力の重大性，さらには法的規制の実効性の観点か
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ら，法人の犯罪能力は積極的に肯定されるべきである（36）。

� 法人処罰の根拠

法人処罰の根拠をめぐっては，わが国において従来，同一視理論と組織モデルという2つの見

解が理論的対立を形成してきた。

同一視理論は，法人の経営者をはじめとした一定の自然人の意思と行為を法人自身の意思と行

為と同一視し，代表者等の行為責任から法人処罰を基礎づけようとする理論である（37）。この理

論の特徴は，法人の活動が自然人の関与なしには成立し得ないという現実を直視し，法人内部の

指導者の行為とその他の構成員の関与という実体に基づいて法人処罰を根拠づけようとする点で

ある（38）。また，法人と同一視される一定の自然人の範囲を，法人の代表者およびそれに準ずる

者に限定している点も特徴的である（39）。

しかし，同一視理論は，以下の点において重要な批判が提起されている。すなわち，第一に，

法人処罰の存在意義についての説明が不十分であることである。第二に，同理論は刑法理論上の

正当性を付与できると主張しながらも，その論拠を刑法理論以外の観点に求めようとする点で，

刑法理論上の正当化根拠を十分に示し得ていないことである（40）。

一方，組織モデルは法人自身の違法行為を直接的な非難対象とし，自然人とは独立した法人自

体の自己責任を問う理論である。この理論を提唱した藤木英雄博士は，巨大な資金力を背景とす

る経済活動や公害・災害などの加害行為について，法人自体の行為として捉え，その犯罪能力を

積極的に肯定すべきことを主張した。すなわち，法人には肉体も意思も有しないという事実を認

めつつも，「犯罪行為のすべてが，自然人の肉体的な挙動を犯罪の不可欠の要素としているわけ

ではない。その罪の本質的要素が経済的行動の性質を帯び，肉体的挙動自体が犯罪性を帯びるの

ではなく，その際に遵守すべき義務を怠った義務違反制に犯罪性の重点が求められる場合であっ

て，しかも法人もその義務を怠ったことにより他人に害悪を及ぼしたことが犯罪とされる場合は，

その加害行為は，法人自体の義務違反によって引き起こされた法人自体の犯罪と観念することは，

比較的容易である」（41）とする。また同理論は，違反行為者が特定できない場合であっても，法人

自体の過失という観念を認めることで，両罰規定に基づく業務主体の責任として法人を処罰する

ことも理論上可能であるとする（42）。その後，藤木博士の理論は，板倉宏博士によって企業組織

体責任論として継承・発展した。

企業組織責任論とは，次のような認識を理論的基礎としている。すなわち，「法人企業体が個々

の構成員を超えた社会的実在であり，その組織体としての活（行）動があり，企業組織体をにな

う自然人の行為は，同時に法人などの企業組織体自体の行為のひとこまとみるのが，前法律的な

社会通念ではある」（43）という認識を基礎としている。この理論からは，代表者から末端従業員ま
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でが法人企業体の組織活動を分担している限り，そのうちの誰かが犯罪行為を実行した場合には，

それを法人それ自体の行為として捉え，法人を処罰することができるとされる（44）。また，組織

活動を分担する個々の構成員に可罰的違法行為が認められない場合であっても，法人自体に違法

行為が認められれば，法人を処罰することが可能であるとされる（45）。

しかし，組織モデルの見解に対しては，主に2つの重要な批判が提起されている。第一に，末

端従業員の行為であっても業務関連性が認められれば法人の行為となることから，実質的に法人

に結果責任を認めることになってしまうという問題が指摘されている（46）。第二に，法人と自然

人行為者と同一の罪責のもとで処罰することは二重処罰に該当する可能性があり，その結果とし

て自然人行為者への処罰が困難になるのではないかという懸念が示されている（47）。

このような従来の理論状況に対して，近年，新たな視座から重要な問題提起がなされている。

その内容は，以下の3点に整理することができる。第一に，同一視理論と組織モデルの双方につ

いて，法人処罰の存在意義や刑法理論上の正当性に十分な基礎づけがなされていないという批判

である（48）。第二に，企業の多面的な性質に関する指摘である。すなわち，同一視理論では法人

としての性質を捉えられるものの組織体としての性質を把握することができず，他方，組織モデ

ルでは組織体としての性質を捉えることはできるものの法人としての性質を十分に把握できない

という問題が指摘されている（49）。第三に，同一視理論と組織モデルの関係性についての新たな

理解である。すなわち，両理論は必ずしも対立関係にあるわけではなく，法人の自己責任を根拠

づけることを目標とする点で共通の基板を有するという指摘がなされている（50）。このような理

論的認識を基礎として，近時では同一視理論と組織モデルの双方を考慮する見解が展開されるよ

うになってきている。

まず，補充説は，組織モデルが抱える限界，すなわち肉体的挙動と心理的要素が必要とされる

犯罪類型への適用困難性を，同一視理論によって補充しようとする見解である。この見解は，法

人固有の責任を認めるためには，「その前提として，法人の行為となるべき行為を行う自然人に

犯罪成立に必要な故意・過失が認められることが必要である」（51）とする。その理由として，「法

人も結局のところは，自然人を通じて行為するのであって，自然人行為者に故意・過失がなけれ

ば，違法行為を法人に主観的に帰属させることができない」（52）点を挙げる。

しかし補充説は，自然人行為者が代表者である場合であっても，その者の故意・過失のみでは

不十分であるとする。すなわち，法人として違反行為を回避することが可能であったにもかかわ

らず，違法行為に出たことを非難できる必要があるとの認識を示す（53）。そして，「法人の場合は，

行為者の行為を内部で監視し思いとどまらせる機序は，当該行為者の内面だけではなく，法人の

組織的な犯罪防止措置にも見いだすことができる」（54）とし，このような法人の組織的な犯罪防止

措置義務は，「組織全体の集合体的な責任と見た方が実体に即しているように思われる」（55）と主

城西大学経営紀要 第21号48



張する。

このように補充説は，故意・過失といった心理的要素を自然人から直接導くことはできないと

認識しつつ，企業固有の性質を考慮に入れた判断枠組みを展開する。具体的には，組織的な犯罪

防止措置の不存在を刑法上の非難対象とすることで，企業の組織としての責任を問うアプローチ

を採用している。

しかし，この見解に対しては，「『個人モデル』が内包している違法行為者の特定なしに，企業

の刑事責任を問えないという本質的な問題を克服できていない」（56）などの批判が提起されている。

次に，併用説は，同一視理論と組織モデルの両者を併用する見解として提唱されている（57）。

この見解は，個人責任を重視する同一視理論と組織全体の責任を問う組織モデルが必ずしも対立

関係にないという認識を基礎として，それぞれの独自の存在意義を認めたうえで，両理論を併用

することを主張する（58）。特に，法人としての側面と組織体としての側面という企業の二面性を

適切に考慮することを重視する点に特徴がある（59）。

併用説の具体的な理論構成は，2つの観点から展開される。第一に，同一視理論の観点から，

企業の代表者の意思と行為を企業自体の意思と行為と同一視し，法人の故意・過失責任を問う法

的構成を採用する（60）。第二に，組織モデルの観点から，企業自身に対して，企業活動から生じ

る犯罪の防止装置や法令遵守を担保するシステムの構築を法的義務として課す（61）。

また，併用説は企業固有の義務として，法令遵守のための管理システムである「コンプライア

ンス・プログラム」の構築義務を設定する（62）。企業がこの注意義務を怠り，その結果として従

業者が違法行為と法益侵害が生じた場合，企業はシステム面での管理監督における過失責任（企

業システム過失責任）を問われることになる（63）。その理論的根拠として，「法令を遵守した企業

活動を行うことで，そこから生じる法益侵害を防止する能力は，たとえ代表者であっても認めら

れず，個人のレベルを超えた社会的存在としての企業自身だけが負担すべきであり，かつ負担で

きる」（64）点が挙げられる。

この「企業システム過失責任」を導入により，企業の注意義務が明確となり，企業の実態に即

した刑事責任を問うことが可能となるとされる（65）。また，企業に対して「コンプライアンス・

プログラム」の導入を進めるインセンティブを付与することで，企業犯罪の防止にも寄与すると

される（66）。

しかし，併用説に対しても，次のような批判がある。第一に，組織の過失責任を具体化する方

法として，「コンプライアンス・プログラム」のみを判断基準とすることの妥当性に疑問が呈さ

れ，実行者の注意義務も判断材料に含めるべきであるとの指摘がある（67）。第二に，既存の刑法

理論との整合性が明確でない点が指摘される。特に，法人の構成員による結果予見が著しく困難

な場合であっても，法人に企業システム過失責任が認められる余地が大きいという問題も提起さ
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れている（68）。

さらに，近年，従来の同一視理論と組織モデルを統合を図りつつ，それぞれの理論的限界を克

服しようとする新たな見解として，統合説が提唱されている（69）。この見解の核心は，まず法人

処罰の積極的存在意義を二つの機能から捉える点にある。

すなわち，第一は「抑止対象の拡張機能」である。これは，多数の自然人の活動が集積する結

節点としての法人自体を処罰対象とすることで，直接的な処罰の対象とならない従業員の範囲ま

で，間接的ながらも，包括的に犯罪抑止を働きかけることが妥当な手立てであるとされる（70）。

第二は「抑止方法の拡張機能」である。これは刑事責任の拡張の一形態として，法人活動から生

じる社会的リスクの増大に対応するためのものと捉えられるもので，法人処罰は，自然人への処

罰と比べて，法人そのものを処罰対象とすることで，刑罰のスティグマは組織体としての法人に

向けられ，その結果，法人の活動か違法な結果が生じたという事実を明示する役割を果たすとさ

れる（71）。

次に，法人処罰に刑法理論上の正当性を確保しようとする点にある（72）。すなわち，英米法的

なアプローチを採用しつつ，ドイツ法の理論も参考にしながら，日本の法体系への適合を図ろう

とする（73）。その過程で，ドイツ法を参考に，「不法の量」という観点から処罰範囲を適切に限定

し（74），肉体的挙動と心理的要素の刑法理論上の規範的論拠を探求した上で，その規範的論拠に

ついて組織の行為・故意を法的概念として構成することは可能であるとする（75）。

そして，法人処罰の客観面については，自然人の行為が法人の活動がもたらす犯罪惹起への危

険を創出したと評価できる範囲で，その行為を法人の行為とみなすことにより，法人に肉体がな

いという理論的障壁の克服を試みる（76）。他方，法人処罰の主観面においては，規範的責任論に

立ち返り，法人の活動がもたらす犯罪惹起への危険の創出・実現が法人の置かれた立場によれば

不可避であったか否かによって，法人の他行為可能性を判断できるとする（77）。

さらに，法人処罰の理論的基礎に関する認識を前提として，同一視理論と組織モデルの再構成

を試みることを通じて，法人処罰の具体的要件を示そうとする点である。すなわち，両者を法人

処罰が認められる典型例と位置づけ（78），法人処罰の理論的基礎から，それぞれの具体的要件を

再構成するのである。

まず同一視理論については，危険の創出・実現という観点から行為主体要件や客観的行為態様

要件を規律する（79）一方で，主観的超過要素として法人加害目的の不存在という要件を要求す

る（80）。具体的には，法人加害の目的が存在しないことを前提として，行為主体の権限に応じた

判断基準が設定される。例えば，包括的な権限を持つ代表者の場合，その権限とかなり抽象的な

関連性のある行為から違法行為が生じた場合でも法人処罰の対象となる（81）。他方，制限された

権限しか有しない従業員の場合は，その行為とある程度具体的な関連性がある行為から違法結果
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が生じた場合にのみ法人処罰の対象となる（82）。このように，「特定の自然人の行為が，法人を処

罰するにふさわしい程度の量が備わった危険を実現しており，かつ，法人加害目的がなく，法人

処罰によって犯罪抑止の働きかけが可能という状況にある場合にはじめて，その行為を法人の行

為と同一視することが可能となる」（83）のである。この同一視理論は，刑法理論によって基礎づけ

られることで，法人処罰の具体的要件がより明確になるとされる（84）。

次に，組織モデルについては，個別の自然人の行為に着目しても法人処罰の対象とすることが

正当化できるほどの危険の実現が認められない場合であっても，複数の自然人の行為を集合的に

考察することで，法人組織の行為と責任を導き出そうとする（85）。その際，危険の実現に関与し

た自然人全体に，他行為可能性が否定される事情が存在しなければ，法人自体にも他行為可能性

を肯定し，責任非難を行うことが可能であるとされる（86）。そして，法人は精神をもたない組織

体であるが，故意の認定に必要な規範的論拠が満たされていれば，法人組織の故意が認められる

と解すればよく，非難可能性が高い場合，法人の内部で危険の実現に関与した複数の自然人を総

合的に評価し，そのような事情が認められるかを判断することで，法人の故意を判断することに

なるとし，具体的には，法人と同一視することができないほどの下位の従業員であっても，その

複数人が違法行為に関与していることを漠然と認識している状況では，法人を故意犯として処罰

することが可能であろうとされる（87）。

なお，ここでいう「組織故意」については，前述した①非難可能性が高度である場合に故意を

認める立場からは，客観的犯罪成立要件の充足を認めるために集合対象となった複数自然人の認

識を通じて，法人組織に高度の他行為可能性が認められる場合，以外に，②特別予防の必要性の

高度さを示す指標として故意を理解する立場からは，法人組織の犯罪への親和性が高度と測定さ

れた場合に，肯定することが可能であるとし，いずれの立場においても故意に理論的根拠が充足

されているかの判断によって「組織故意」を肯定することができるとされる（88）。

しかし，統合説に対しても，主に次のような批判が提起されている。第一に，法人処罰の理論

的基礎を充足する非典型例に対する対応が不明確であるとの指摘がある（89）。第二に，「抑止対象

の拡張機能」について，自然人処罰と法人処罰の理論的整合性に関する非難である。すなわち，

「『自然人に対する刑法理論を法人に包括的に適用する』観点からは，再構成が可能な範囲は自然

人と法人との謂わば存在論的差異を埋めることまでで，処罰要件の『水準』はあくまでも同じな

ければならず，処罰要件の『水準』を異なって捉えるのだとすれば，『自然人処罰』と『法人処

罰』について，刑法理論としての対応関係は，その一点をもって否定される」（90）とする。つまり，

自然人処罰に要求される処罰要件の水準を法人処罰に限定して切り下げることは，法人処罰を刑

法理論の枠外に位置づけることとなり，結果として刑法理論としての対応関係が失われることに

なるとされる（91）。
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� 法人処罰の根拠に対する若干の考察

法人は単なる利益追求の経済主体としての側面にとどまらず，社会の一員として多様な社会的

責任を担う存在であり，その形態も千差万別である。特に近年，SDGsへの注目が高まるなか，

法人にも社会の一員として社会の変化に対応し，持続可能な発展に寄与することが強く求められ

ている。また，法人は自然人と同様に，法律上の権利能力を認められている（92）。それと同時に，

法人は多くの自然人と複雑な制度により構成された組織体でもある（93）。このような法人の多面

的性質は，単一の理論的視座からの把握を困難にする側面を有している。そのため，状況に応じ

て，同一視理論に当てはまる場合もあれば，組織モデルが適切な場合もあり，「一定の社会的場

面においては妥当する場合があるし，そうでない場合もあるというにとどまる」（94）ということが

できよう。このような観点からすれば，同一視理論と組織モデルの双方を考慮する見解が妥当で

ある。ところで，この見解の中でも複数の見解が存在しているが，いずれの見解が合理的であろ

うか。

まず，組織モデルの限界を同一視理論によって補充しようとする補充説であるが，この見解に

は以下の三つの本質的な問題が指摘できる。

第一に，違法行為者の特定なしには法人の刑事責任を問えないという本質的な問題を克服でき

ていない点である（95）。第二に，理論的整合性の欠如である。すなわち，補充説は，一方で組織

モデルによって自然人行為者と法人とを切り離して法人の責任を検討し，他方では，法人の認識・

認識可能性については法人の行為とみなされる自然人行為者の認識・認識可能性と考えることか

ら，法人の意思決定には自然人の認識・意思を媒介とする必要が生じる（96）。つまり，「法人から

みれば他人であるはずの自然人の肉体的挙動と心理的要素を媒介として法人の肉体と精神を認め

ることを説明できない」（97）という理論的矛盾を抱えることになる。第三に，補充説の機能的側面

に関するものである。すなわち，補充説は同一視理論により法人の刑事責任が認められる場合に，

組織モデルを導入することで法人の刑事責任を免責する余地を与える見解（98）とも解されること

ができる。しかし，同一視理論と組織モデルは，いずれも法人の自己責任を根拠づけるための理

論であって，法人の刑事責任を免責するための理論ではないため，このような考え方は適切とは

いえない。

次に，企業の大規模化や複雑化に伴い，企業犯罪による被害が深刻化する一方で，従来の同一

視理論では対応できない状況に対処することを目的とし，個人の責任を問う同一視理論と，組織

全体の責任を問う企業システム過失論を併用する見解である併用説においては，従業者の違反行

為が発生した場合，法人がコンプライアンス・プログラムを適切に実施していたことを証明し，

この証明が認められれば，その他の事情を考慮せずに，その違反行為は法人内の個人が自己の利
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益のために法人の活動を利用したものと判断され，法人は無過失として免責される（99）とするが，

このような判断は妥当ではない（100）。なぜなら，法人がコンプライアンス・プログラムを実施す

ることのみを免責の判断根拠とすることで，法人が形式的にコンプライアンス・プログラムの導

入・実施に終始する可能性も考えられるからである。

一方で，このような場合，実質的にはコンプライアンス・プログラムの実施していないとして，

法人の注意義務違反を認めるべきとの主張もあり得る（101）。しかし，実質的にコンプライアンス・

プログラムを実施していた否かを判断する基準が不明確である（102）ことから，たとえ形式的であっ

たとしても，外形上はコンプライアンス・プログラムを実施していたということで，実質的には

法人に免責を認めることになってしまうであろう。法人に免責を認めるためには，コンプライア

ンス・プログラムの導入・実施のみで判断するのではなく，コンプライアンス・プログラムに違

反した法人の構成員や部局の行動全体（103）や，自然人行為者の注意義務違反（104），実行行為の裁量

権限からどの程度逸脱しているかという事情（105）も判断材料にするべきであろう。

以上の検討を踏まえると，法人処罰の根拠に関する諸見解の中でも，統合説が妥当であると解

される。その理由として，以下の2点をあげることができる。

第一に，統合説が法人処罰の積極的存在意義を「抑止対象・抑止方法の拡張機能」という2つ

の機能的側面から理論的に基礎づけている点である。前述したように，「抑止対象の拡張機能」

によって，自然人処罰に代わって，多くの自然人の活動を結びつける法人自体を処罰対象とする

ことで，自然人処罰では対象とはならない多数の自然人に対して，包括的に犯罪抑止の働きかけ

を行うことにより，過剰な処罰を回避しながら効果的な犯罪抑止を実現できる（106）。また，「抑止

方法の拡張機能」により，法人自体を処罰対象とすることで，刑罰のスティグマは，活動主体で

ある法人自体に与えられることとなる（107）。これにより，自然人処罰とは質的に異なる刑事制裁

として機能し，法人の活動領域から違法結果が生じたことを明確に示すことが可能となる（108）。

このように，統合説は他の見解と異なり，法人処罰の積極的意義について理論的な基礎付けを提

供している点で，より説得的な理論構成を示しているといえる。

第二に，統合説が英米法と同様に，刑法理論上の整合性を追求している点である（109）。すなわ

ち，法人の責任を構築するにあたり，客観面と主観面に分けて考察を行っている。そして，客観

面からは，法人処罰による抑止対象・抑止方法の拡張の必要性を基礎づけた法人の活動による危

険の増加という観点から，主観面からは，犯罪成立に必要な主観的要素を個別に検討する（110）こ

とで，刑法理論上の正当性を確保している。それゆえ，統合説が妥当であると考える（111）。

ところで，前述した統合説に対する批判については，次のように考える。まず，法人処罰の理

論的基礎を充足する非典型例への対応について指摘（112）については，統合説は非典型的な場面で

も法人を処罰することは十分可能であろう。例えば，法人の業務に関連するものの，直接的な業
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務執行とは言えない周辺の行為から生じた違法行為のような同一視理論や組織モデルの処罰要件

では捉えにくい状況においては，両理論の処罰要件の形式的該当性にこだわることなく，法人処

罰の理論的基礎を満たしているか否かという実質的な観点から法人処罰の可否を判断する（113）こ

とで適切な解決を図ることできるであろう。したがって，統合説は非典型的な場面においても，

法人処罰の可能性を確保することはできると考えられるであろう。

また，自然人処罰に要求される処罰要件の水準を法人処罰に限定して切り下げを行うことは，

法人処罰を刑法理論の枠外に位置づけることから刑法理論としての対応関係が失われるとの批判

がある（114）。しかし，統合説が自然人処罰と異なる種類の刑事制裁として法人処罰という制度を

構成した（115） としても，自然人処罰と同様のレベルの客観的・主観的要件を要求してい

る（116）のであり，処罰要件の水準は維持されている（117）と考えられることから，この批判も妥当

ではないであろう。

4．お わ り に

わが国における法人処罰論は，戦前から活発な議論の対象とされ，多様な見解が提起されてき

た。とりわけ，法人処罰の根拠をめぐって，同一視理論と組織モデルの対立を中心に理論的展開

がなされてきた。しかし近年では，これらの理論的対立を踏まえた新たな見解が多数登場してい

る。本稿では，このような法人処罰論の展開を踏まえ，従来の見解を概観しながら考察を行った。

本稿における検討の結果，まず法人の犯罪能力については，法人の活動実態，社会的影響力，

及び法的規制の実効性という観点から，法人の犯罪能力を肯定すべきであると結論づけた。また，

法人処罰の根拠については，法人処罰の積極的意義に関する理論的基礎付けが可能であり，かつ

刑法理論上の正当性を確保している統合説がもっとも妥当であるとの結論に至った。

もっとも本稿は，なお試論の域を出ておらず，以下の課題が残されている。第一に，統合説の

観点から，近時注目を集めているコンプライアンス・プログラムを法人処罰の枠組みの中でどの

ように位置づけるべきかという理論的課題である。第二に，統合説の観点から，法人処罰の立法

化に際し，具体的にどのような条文化を図るべきかという実務的課題である。さらに，法人処罰

に対する立法化が進展している諸外国の事例について，本稿では十分な検討を行うことができな

かった。

これらの未検討の課題については，関連資料のさらなる収集と分析を行ったうえで，今後の検

討課題としたい。
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AStudyonCorporateCriminalLiability

KinyaTAKAHASHI

Abstract

Inmodernsociety,whilecorporateactivitieshavebecomeincreasinglysophisticated

andcomplex,corporatemisconductcontinuestooccurpersistently.Despitethesecircum-

stances,Japanesecriminallawhasthedistinctivecharacteristicoflackingprovisionsthat

directlystipulatepunishmentforcorporatecrime.Againstthisbackgroundofcriminal

lawfeatures,variousperspectiveshavebeenproposedandactivediscussionshavedevel-

opedfrom pre-wartimestothepresentdayunderthetheoreticalframeworkof・corpo-

ratepunishmenttheory.・

Regardingthetheoreticalbasisforcorporatepunishment,tworepresentativetheoreti-

calpositionshavebeencontrasted:the・identificationtheory,・whichequatescorporate

actionswithindividualactions,andthe・organizationalmodel,・whichfocusesonthein-

herentorganizationalstructureofcorporations.However,inrecentyears,multiplenew

perspectiveshavebeenproposedthatincorporatethetheoreticaladvantagesofbothap-

proacheswhileacknowledgingtheopposingstructureofthesetwotheories.

Thisresearchconcludesthatcorporatecriminalcapacityshouldbeaffirmedfromthe

perspectivesofcorporateorganizationalactivityrealities,themagnitudeoftheirsocial

influence,andtheeffectivenessoflegalregulations.Regardingthetheoreticalbasisfor

corporatepunishment,aftercriticallyexaminingvarioustraditionalviews,wehavecon-

cludedthattheintegratedtheory,whichtheoreticallygroundsthepositivesignificanceof

corporatepunishmentwhilesecuringlegitimacyincriminallawtheory,isthemostappro-

priateapproach.

Keywords:Corporatepunishment,Corporatecrime,Identificationtheory,Organizationalmodel,

Integratedtheory




